
第 ２ 期 決 算 公 告
令和８年８月 18 日

東京都千代田区霞が関三丁目２番５号
ＷＬＪＭＦ３特定目的会社

取締役 武壽
損益計算書の要旨

自 令和７年４月１日
至 令和８年３月31日

(単位：千円)
科 目 金 額
営 業 収 益 89,980
営 業 費 用 430,203
営 業 損 失 340,223
営 業 外 収 益 858
経 常 損 失 339,365
税引前当期純損失 339,365
法人税、住民税及び
事業税 1,210
当 期 純 損 失 340,575
前期繰越損失 68
当期未処理損失 340,643

貸借対照表の要旨 (令和８年３月31日現在) (単位：千円)
科 目 金 額 科 目 金 額
特 定 資 産 23,707,494流 動 負 債 150,671
固 定 資 産 23,707,494固 定 負 債 17,000,000
その他の資産 651,359 負 債 合 計 17,150,671
流 動 資 産 459,987社 員 資 本 7,208,182
固 定 資 産 168,090 特 定 資 本 金 100
投資その他の資産 168,090 優 先 資 本 金 7,548,725
繰 延 資 産 23,282 剰 余 金 340,643

当期未処理損失 340,643
純資産合計 7,208,182

資 産 合 計 24,358,853負債・純資産合計 24,358,853

第 ６ 期 決 算 公 告
令和８年８月 18 日
神奈川県相模原市南区北里一丁目15番１号
フィジオロガス・テクノロジーズ株式会社

代表取締役 宮脇 一嘉
貸借対照表の要旨(令和７年12月31日現在)

科 目 金 額(円)
資
産
の
部
流 動 資 産 258,005,462
固 定 資 産 6,545,910
合 計 264,551,372

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 15,222,422
株 主 資 本 249,328,950
資 本 金 307,145,325
資 本 剰 余 金 717,645,325
資 本 準 備 金 717,645,325
利 益 剰 余 金 775,461,700
その他利益剰余金 775,461,700
(うち当期純損失) (121,596,124)
合 計 264,551,372

第 ９ 期 決 算 公 告
令和８年８月 18 日
東京都港区赤坂二丁目10番５号
デロイトトーマツ赤坂インターナショナル株式会社内

ＥＳＲ幸浦２特定目的会社
取締役 滝澤 弘子

損益計算書の要旨
自 令和８年１月１日
至 令和８年４月30日

(単位：百万円)
科 目 金 額
営 業 収 益 52,754
営 業 費 用 37,821
営 業 利 益 14,932
営 業 外 収 益 2
営 業 外 費 用 
経 常 利 益 14,935
税引前当期純利益 14,935
法人税、住民税及び
事業税 15

当 期 純 利 益 14,920
前期繰越損失 6,140
当期未処分利益 8,780

貸借対照表の要旨(令和８年４月30日現在)(単位：百万円)
資 産 の 部 負債及び純資産の部
科 目 金 額 科 目 金 額

その他の資産の部 55,136 流 動 負 債 3,022
流 動 資 産 55,136 負 債 合 計 3,022

社 員 資 本 52,114
特 定 資 本 金 5
優 先 資 本 金 43,330
剰 余 金 8,780
当期未処分利益 8,780
純資産合計 52,114

資 産 合 計 55,136 負債・純資産合計 55,136

第 ４ 期 決 算 公 告
令和８年８月 18 日

横浜市中区山下町71番地２
タナベコーポレーション株式会社

代表取締役 田辺 哲郎
貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)

科 目 金 額(千円)
資

産

の

部

流 動 資 産 1,674
固 定 資 産 1,500,002
繰 延 資 産 339
合 計 1,502,016

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 307
固 定 負 債 1,535,000
株 主 資 本 33,290
資 本 金 2,000
利 益 剰 余 金 35,290
その他利益剰余金 35,290
(うち当期純損失) (13,403)
合 計 1,502,016

第 14 期 決 算 公 告
令和８年８月 18 日

東京都千代田区丸の内一丁目９番２号
グラントウキョウサウスタワー
ギリアド・サイエンシズ株式会社

代表取締役 ヨーク・ジュリアン・シュテュッカー

損益計算書の要旨
自 令和７年１月１日
至 令和７年12月31日

(単位：百万円)
科 目 金 額
売 上 高 129,909
売 上 原 価 98,438
売 上 総 利 益 31,471
販売費及び一般管理
費 23,987
営 業 利 益 7,484
営 業 外 収 益 27
営 業 外 費 用 18
経 常 利 益 7,493
特 別 損 失 774
税引前当期純利益 6,718
法人税、住民税及び
事業税 1,798
法人税等調整額 267
当 期 純 利 益 4,652

貸借対照表の要旨(令和７年12月31日現在)(単位：百万円)
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産 149,382 流 動 負 債 97,672
固 定 資 産 5,304 賞 与 引 当 金 1,327

固 定 負 債 9,115
退職給付引当金 1,494
株 主 資 本 47,900
資 本 金 110
資 本 剰 余 金 99
資 本 準 備 金 99
利 益 剰 余 金 47,690
その他利益剰余金 47,690

資 産 合 計 154,687 負債・純資産合計 154,687

第 79 期決算公告 令和８年８月18日
岐阜県関市栄町二丁目41番地

株式会社山田ホールディングス
代表取締役 山田 義久

貸借対照表の要旨(令和８年３月31日現在)
科 目 金 額(千円)

資
産
の
部
流 動 資 産 19,985
固 定 資 産 408,647
合 計 428,632

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 178
固 定 負 債 350,000
株 主 資 本 78,454
資 本 金 9,600
資 本 剰 余 金 118
資 本 準 備 金 118
利 益 剰 余 金 68,736
利 益 準 備 金 192
その他利益剰余金 68,544
(うち当期純損失) (432)
合 計 428,632

合
併
公
告

左
記
会
社
は
合
併
し
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甲
は
乙
の
権
利
義
務
全
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を
承
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て
存
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こ
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司

第 58 期 決 算 公 告
令和８年８月 18 日
北海道足寄郡足寄町南一条四丁目６番地２

株式会社森下組
代表取締役 森下 郁男

貸借対照表の要旨
(令和８年３月31日現在) (単位：千円)

科 目 金 額
資
産
の
部
流 動 資 産 291,725
固 定 資 産 28,134
合 計 319,859

負
債
及
び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 21,008
株 主 資 本 298,851
資 本 金 22,000
利 益 剰 余 金 276,851
利 益 準 備 金 1,655
その他利益剰余金 275,196
(うち当期純利益) (33,965)
合 計 319,859

第 15 期 決 算 公 告
令和８年８月 18 日

大阪市中央区谷町２４３
アイエスビル９Ｆ
株式会社シンエイ

代表取締役 木原 朗広
貸借対照表の要旨(令和８年２月28日現在)

科 目 金 額(千円)
資
産
の
部
流 動 資 産 430,348
固 定 資 産 57,328
資 産 合 計 487,677

負

債

及

び

純
資
産
の
部

流 動 負 債 93,702
固 定 負 債 108,844
株 主 資 本 285,130
資 本 金 100,000
利 益 剰 余 金 185,130
利 益 準 備 金 880
その他利益剰余金 184,250
(うち当期純損失) (55,445)

負債・純資産合計 487,677

令和年月日 火曜日 (号外第号)官 報
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